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要 約 

2011年東日本大震災において，京都府に避難した人を対象としたアンケート調査を実施し

た．同様の調査を避難とは無関係に京都府に居住する人にも実施した．本論文は，調査結

果のうち，心の健康に関係する設問に注目し，避難の有無による心の健康状態の違いと，

個人属性や社会的関係，避難の形態と心の健康との関係についてまとめたものである．調

査結果から，長期避難者では，重度のうつ傾向にあるとされる，K6の値が13点以上の人の

割合は京都在住者が3.6%であったのに対し，避難者が23.7%と6.58倍に上っていた．また，

一人避難や子供連れの避難をしている人のうつ傾向の得点が高いことが明らかになった． 

 

キーワード： 東日本大震災，長期避難，心の健康，福島第一原子力発電所事故 

 

 

1.背景と目的 

 

 2011年に発生した東日本大震災により，2016年9月12日現在で，140,988人1)が，応急仮設住宅，公営住

宅，民間賃貸や親戚・知人宅での避難生活を送っていた．避難生活は長期にわたっており，居住してい

た都道府県外に避難している人も多く，東日本大震災で激甚な被害を受けた岩手県，宮城県および，福

島県から，自県以外に避難している人数は47,775人1)であった．遠方への長期避難（以後，長距離避難と

呼称）は居住地や職業を変えざるを得ないということだけではなく，地域住民との関係性や家族との関

係性の変化による問題が生じ，そのような問題に起因して強いストレスを受けていることも想定される．

そのため，国の被災者支援政策においても避難者の支援は重要な課題と位置づけられている．復興庁で

は，2013年末に，避難の長期化に伴う健康面を中心とした影響等に対応するため，関係府省の協力を得

て施策パッケージを策定し，2015年1月には，50の対策からなる「被災者支援（健康・生活支援）総合対

策」を策定している．現在も継続して，被災者支援に携わる自治体，NPOや企業などと連携を組んで被

災者支援の充実に取り組んでいる2)．避難者に必要な支援を提供するためには，避難者の生活実態などの

状況を明らかにし，どういった課題があるかを明らかにすることが求められる． 

そのため，福島県では県民健康調査によって放射線被曝の影響や，心の健康度・生活習慣に関する調

査を実施している3)，また今井は避難者の心境（原発，帰還，行政など）や居住環境などに関する調査を

継続的に行ってきている4)-9)．今後発生が予測されている南海トラフ巨大地震では，長距離避難を含む避

難所外避難者数が約210～450万人10)と推定されていることを踏まえると，東日本大震災における長期避

難者の実態調査の結果は，現在避難生活を送っていたり，移住を検討している人への支援策への活用の
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みならず，南海トラフ巨大地震における長距離避難者の支援策への活用も期待できる．長期に渡る長距

離避難生活では，地域の違いによる食事の変化，近所付き合いの変化，地域の特性の変化など生活環境

に大きな変化があり，避難者は高ストレス状態におかれることが推測される．先行研究では，健康状況

や心境など，おかれた状況そのものについては明らかにされてきているものの，どういった属性，状況

の人がより困難な状況に置かれやすいかということについてはあまり調査されていない． 

本研究では，長期避難者の個人属性や置かれた環境，状況に基づいて，その人が陥りやすい問題を明

らかにすることを目的とする．本論文では，特に，どういった属性，状況が心の健康状況に影響を及ぼ

すかを明らかにする．どのような個人属性の人がどのような問題を抱えやすいのかという事が明らかに

なれば，高リスク状態にある人のスクリーニングと適切な支援に有用な情報となりうる． 

 

2.調査の概要 

 

 東日本大震災では，関西広域連合によって対口支援が実施され，福島県を担当したのが滋賀県と京都

府であった．このような状況を踏まえ，今回の調査は京都府へ避難した人を対象とした．調査は京都府

の避難者すべてを対象とした質問紙による調査であり，2016年9月に実施された．対象群として震災以前

から京都府に住んでいる人（以下，京都在住者）にも，避難に関する項目を除き，ほぼ同様の設問から

なる調査を実施した．調査票は「世帯票」，「個人票」，「子供用調査票」の3種類があり，「世帯票」

は各世帯代表者，「個人票」は各世帯の大人が回答対象者であり，「子供用調査票（以下，子供票）」

は4歳から高校生までの子供一人一人について，保護者が回答するものである． 

 世帯票の調査項目は，避難前・後の世帯状況（配偶者の有無，世帯員数，世帯構成，居住する市町村，

住宅の種類と所有形態，床面積，職業，世帯年数，消費支出と，罹災証明書の有無，学校・保育園・幼

稚園などの満足度，京都府へ避難した理由，他の都道府県への避難の検討の有無，避難当時および現在

の定住意向である．個人票の調査項目は，回答者の属性（年齢，性別，京都への避難時期，住民票の異

動），職業の満足度，家族関係の満足度，現在の居住地の地域の人との社会関係，健康状態，最近の気

持ちの状態（うち6問がK611）に係わる設問．K6については後述），困っていることや不安に思うこと， 

 

 

表1 各票の回答数・回答者属性 
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自由記述である．子供票の設問項目は，年齢，性別，Child Behavior Checklist/4-1812)の内向尺度に関する

設問群である．本論文では，心の健康に係わる項目である，K6に着目した分析について述べており，子

供票については分析に用いていない． 

調査票は，避難者には京都府庁を通じて配布した．対象は京都府に避難者登録している全世帯であり，

配布世帯数は223世帯分である．震災前からの京都在住者については，本来は，避難者が居住する市町村

全てで調査することが望ましいのであるが，京都市への避難者が71%と多数を占めていること，京都市

以外の地域への避難者は少数ずつ分散していること，避難者は京都市以外の地域でも，まずは公営住宅

から斡旋されていることから，比較的市街地域に避難している割合が多いことが想定される．このよう

な事情を踏まえ，京都市と，京都市以外の地域として，調査協力の得られる環境が整っていた舞鶴市を

対象として調査を行った．避難者とほぼ同数になるように京都市及び舞鶴市在住の調査協力者を通じて

250世帯に調査票を配布した．調査協力者は，京都市内では，小学生の子どもを持つ世帯，以前から京都

市在住でいくつかの町内への調査票配布に協力いただいた世帯，舞鶴市では，自治会の役員で，自治会

内での調査票の配布に協力いただいた世帯である． 

本研究では2017年3月末までに回収された調査票を対象として分析を行った．回収数は，避難者が47通

（回答率21.1％），京都在住者が81通（回答率32.4％）であった．各調査票の回答数は，避難者の世帯票

が47世帯分，個人票が63名分，子供票が26名分であり，京都府在住者の世帯票が76世帯分，個人票が141

名分，子供票64名分であった．各票の回答者属性を表1に示す．避難者と京都在住者の個人票，子供票の

回収数を比べると，京都在住者の回答が2倍以上の回収数となっている．男女比は個人票，子供票共に避

難者と京都在住者に大きな違いはない．また，回答者の年齢は，避難者は30代40代の回答者が多くなっ

ているのに対して，京都在住者は30代40代に加えて60代が多くなっている． 

なお，在住市町村の記入のあった世帯の在住地域の偏りについては，避難世帯では京都市77%，亀岡

市9%，宇治市5%，福知山市5%，京丹後市2%，長岡京市2%であり，震災前からの京都在住者では，京都

市74%，舞鶴市18%，向日市1%であった． 

 

3. 心の健康状況 

 

3.1 調査手法 

 心の健康状況については，K6を用いた分析を行った．K6とは，アメリカのKesslerらによって，うつ病・

不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的に開発された尺度であり，本研究では，

Furukawaらによって開発された日本語版11)を用いた．K6は，一般住民を対象とした調査で心理的ストレ

スを含む何らかの精神的問題の程度を示す指標として広く利用されている13)．K6は0～24点の範囲で，高

得点ほど気分・不安障害の可能性が高いとされており，0～4点が陰性，5～8点が軽度，9～12点が中等度，

13～24点が重度のうつ傾向があるとされている．東日本大震災でも，福島県による調査3),14)が行われてい

る（対象は当初の特定避難勧奨地点関係地区の住民が主体）． 

 

3.2 避難者と京都在住者のK6の比較 

 京都府への避難者と京都在住者のK6の得点の分布を図1に示す．K6に関する設問は，調査票の個人票

に含まれている．一部回答者の回答に当該設問無記入の者が含まれていたため，有効回答数は表1で示し

た値より減少している．京都在住者のK6の得点分布は，平成22年の国民生活基礎調査15)の分布と同様で

あり，少なくとも京都在住者のK6の分布については，極端な偏りはないことが確認された．図1から，京

都府への避難者の方が高得点に分布していることが分かる．特に，重度のうつ傾向があるとされる13点

以上の割合は，京都在住者が3.6%であったのに対し，京都府への避難者は23.7%と6.58倍に上り，避難者

のうつ傾向が非常に高いことが示された．Kuniiらの調査14)によると，K6の値が13点以上の人は福島県内

への避難者で13.8%，福島県外への避難者で17.8%と，福島県外の避難者の方が割合が多くなっている．

ここから，遠方への避難は近距離避難よりも心の健康に負担が大きいことが示唆される．  

 

3.3 心の健康状況に影響を及ぼす要因 

 健康状態，社会的環境，個人・世帯属性が心の健康にどの程度影響を及ぼしているかについて，数量 
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図1 京都在住者と避難者のK6の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 カテゴリースコア 
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化II類を用いて分析を行った．ここで，K6の値を目的変数とし，健康状態，社会的環境に関する回答項

目のうち，気兼ねなく話せる友人，親戚，愚痴を聞いてくれる人，個人・世帯属性のうち子供の人数，

性別，世帯員数，世帯構成を説明変数とした．K6に関する設問，健康状態に関する設問，社会的環境に

関する設問，性別は個人票の設問であり，世帯員数，世帯構成は世帯票の設問である．用いた全ての設

問にもれなく回答のあった回答数が53であり，ここではこの53名を対象とした分析を行った． 

回答区分が細かいと，分析に耐えるだけの区分別回答数を確保できないため，説明変数の健康状態は

「よい」か「よくない」の2区分とし，社会環境については，気兼ねなく話せる友人，気兼ねなく話せる

親戚，愚痴を聞いてくれる人，子供の人数を「いる」か「いない」の2区分とした．世帯員数は1，2，3，

4人以上世帯の4区分とした．世帯構成は1人世帯，父子・母子避難，その他（家族避難者，夫婦での避難

など）という3区分とした．世帯構成の区分わけの根拠は以下の点による．1人世帯は世帯内で家族に話

すことができないことが他の世帯と異なる．母子・父子避難はアンケートの自由記述から，自分が避難

したかったというよりも「子供のためを思って避難した」ことや「一人で世話をしていかなければいけ

ないという負担」がある点が他の世帯構成のケースとは異なる．目的変数はK6の得点による区分「陰性」・

「軽度」と「中等度」・「重度」をまとめ，2区分とした．  

分析はR3.4.3（https://cran.r-project.org/）を用いて行い，数量化 II類については青木による関数

（http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/R/qt2.html）を用いた． 

数量化II類による分析における各説明変数のカテゴリースコアの値を図2に示す．カテゴリースコアと

は，各説明変数が目的変数にどれくらい貢献するかを表す値である．カテゴリースコアの値幅（レンジ）

が広いほど目的変数に影響を及ぼしやすい項目であることを意味している．図から，カテゴリースコア

のレンジ幅が，世帯員数，避難の形態，健康状態，子供の有無，気兼ねなく話せる友人，性別，気兼ね

なく話せる親戚，愚痴を聞いてくれる人の順に小さくなっていることがわかる． 

 

4. 考察とまとめ 

 

2011年に発生した東日本大震災において，家屋の流失を始めとする直接的な被害だけでなく，福島第

一原子力発電所の事故により，多数の長期の遠距離避難者が発生した．長期避難者が生活していく中で

多様な困難さを抱えていることは多くの先行研究で指摘されてきており，家賃補助などをはじめとする

長期避難者に対する支援や見守り事業なども行われてきている．しかしながら，実際の支援の現場では

経済支援や住宅支援などは被災者に届きやすいものの，社会的問題や心身に関する問題についてはプラ

イバシーの問題によって支援者と被災者のマッチングに制約があるなど，支援が難しいという問題があ

る．必要な支援を必要な人に届けるためには，どんな人がどんな問題を抱えているのか，その人の属性

や状況から陥りやすい問題を明らかにして，その人の実情に合った支援ができるような情報を明示する

ことが大切である． 

筆者らは東日本大震災において京都府へ避難した人と，東日本大震災とは無関係に京都府に居住して

いる人を対象としたアンケート調査を行った．本研究では，アンケート項目のうち，心の健康状況に係

わる項目について分析を行った．その結果，心の健康状況を表すK6の得点分布が，長期避難者で非常に

高くなっていることを示した．また個人属性，世帯構成や社会的関係と心の健康状況との関係について

数量化II類を用いた分析を行い，世帯員数，避難の形態，健康状態や子供の有無が心の健康状況に大きく

影響を及ぼすことを明らかにした．避難の形態では1人避難，世帯員数では，少ないほどK6の得点が高

くなることが明らかになった． 

遠方への一人避難では，社会的に孤立するリスクが高いことから，うつ傾向になりやすい状況が生じ

ていると示唆される．健康状態では，健康状態がよくない人ほどK6の得点が高く，子供の有無では子供

がいる方がK6の値が高いという結果が得られた．子供のいる世帯でK6の値が「中等度」・「重度」の回

答者14名のうち，9名が母子避難（一人親世帯を含む）であった．また，14名のうち自由記述欄に記入の

あった9名の回答を見ると，母子避難7名のうち4名が原発事故による放射線の影響を恐れて避難してい

た．また，被災前の居住地に夫が残っているケースでは，避難に対する考え方の違いが年月を経る毎に

大きくなり，離婚協議に発展している状況もみられた．残りの5名は育児について悩みを抱えていたり，

地域になじめず孤立していたり，生活不安を抱えているケースであった． 
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本研究から，遠方への長期避難では，特に一人世帯や子供のいる世帯で心の健康状況が悪化している

状況が見られた．本研究では，東日本大震災時に福島県の対口支援を行った京都府に避難した人を対象

とした調査を行ったため，避難者の避難元の居住地は，他の都道府県への避難者と比較して福島県から

の避難者の割合が多いことが想定される．東日本大震災における，遠方への長期避難では，福島第一原

子力発電所の事故によって避難指示区域に設定された地域，避難指示区域には設定されなかったが，避

難指示区域に隣接する地域，避難指示区域から一定の距離が離れている地域が混在する．福島県からの

避難者の避難元の居住地は，これらの全ての地域が含まれるため，他の地域からの避難者と比較して，

放射線の影響を考慮した避難者の割合が高いことが想定される．南海トラフ巨大地震に代表される，将

来的な災害で生じる遠方への長期避難事案では，必ずしも放射線の影響による避難事案が発生するとは

限らないため，この点については注意する必要がある．今後，京都府だけでなく，他地域への避難者に

ついても調査するなど，避難元の違いによる影響や，避難先による影響などについても検討することが

求められる． 
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ABSTRACT 

A questionnaire survey was conducted for long-term evacuees to Kyoto Prefecture because of the 2011 Great East 

Japan Earthquake. The survey also conducted for residents who are not evacuees in Kyoto Prefecture. This study is 

focused to differences of psychological distress between evacuees and non-evacuees, and relationship between 

psychological distress and personal circumstances which are personal attribute, number of evacuees in household 

and social relations. In result, ratio of severe depressive tendency of evacuees are 20% higher than non-evacuees, 

and severe depressive tendency is high in case of evacuees who evacuate alone or with children.  

 

Keywords: the 2011 Great Tohoku Earthquake, Long-term evacuee, Mental health, Fukushima Daiichi nuclear 

power plant accident 
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